
食品機能性等評価支援事業 補助金交付規程 

（総 則） 

第１条 一般社団法人健康ビジネス協議会（以下「協議会」という。）が実施する「食品

機能性等評価支援事業」における補助金の交付については、この規程に定めるところ

による。 

（目 的） 

第２条 新潟県内企業等が実施する食品の機能性評価研究に対する支援を行い、企業の

機能性食品開発の促進に貢献することを目的とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次のとおり

とする。 

１ 補助対象事業名 

食品機能性等評価支援事業 

２ 補助対象者 

次に掲げるすべての項目に該当する、企業や研究機関等が連携・協働する連携

体（以下「コンソーシアム」という。） 

(1) 企業のほか、大学、研究機関、NPO 法人、支援機関、自治体等、複数者で構

成されていること。 

(2) 新潟県内に本社又は事業拠点を有する協議会会員企業を最低１社含むこと。 

(3) 新潟県内に本社又は事業拠点を有する企業や研究機関等が代表団体である

こと。 

(4) 大企業とその子会社のみによる連携でないこと。 

３ 補助金交付先 

コンソーシアムの代表団体 

ただし、コンソーシアムの代表団体以外の企業等（以下「連携体参加者」とい

う。）の経費を補助対象とする場合は、購入した証拠書類（見積書、合い見積書、

納品書、請求書等）を添付し、代表団体に対し立替払請求を行うか、代表団体と

連携体参加者で委託契約を締結し請求を行うか、いずれかの方法をとること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、機能性関係成分

を含む食品（加工食品、サプリメント形状の食品、生鮮食品）に関する次に掲げる評

価・試験（複数選択可）とする。 

① 機能性関与成分の定量分析 （ただし、作用機序に関する研究は対象外）

② 安全性に係る事項

・喫食実績による基本的な評価

・既存情報を用いた評価

・既存情報による安全性試験の評価

・安全性試薬の実施による評価

・医薬品との相互作用に関する評価



・機能性関与成分同士の相互作用に関する評価 

③ 機能性に係る事項 

・最終製品を用いた臨床試験 

・最終製品または機能性関与成分に関する研究レビュー 

 

（補助率等） 

第５条 補助率は、補助対象経費の２分の１以内とし、かつ１件当たりの補助限度額を

250 万円とする。 

 

（交付の申請及び決定） 

第６条 補助対象事業を実施したい者は、協議会が定める期日までに交付申請書を提出

するものとする。 

２ 協議会は、提出された交付申請書の内容を確認し、その内容が適正であると認めた

ときは、交付すべき補助金の交付決定を補助対象者へ通知するものとする。 

 

（交付の条件） 

第７条 この補助金の交付の決定には、次の条件を附すものとする。 

１ 補助対象事業の内容を変更するとき、又は、20%を越える補助対象経費の増減を

するときは、代表理事会長の承認を受けなければならない。 

２ 補助対象事業の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、代

表理事会長の承認を受けなければならない。 

３ 補助対象事業の遂行が困難となったときは、速やかに代表理事会長に報告し、

その指示を受けなければならない。 

４ この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたとき

は、この決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれ

に附けた条件を変更することができる。 

５ 次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の決定の全部又は一

部を取り消し、当該取消に係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、

その返還を命ずることができる。 

また、補助金額が確定した後においても同様とする。 

(1) この補助金を他の用途に使用したとき。 

(2) 補助対象事業の執行に関し、この補助金の交付決定内容又は、これに附けた

条件その他法令又はこれに基づく理事長の処分に違反したとき。 

(3) 虚偽の申請その他不正な行為があったとき。 

６ 補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え、当該補助対象事業の完了の日に属

する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

７ 補助金の交付申請時に当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない

場合として、当該消費税等仕入控除税額を減額しないで申請した場合は、次の条

件を附すものとする。 

(1)  補助事業者は、実績報告を行うに当たって、各事業実施主体の当該補助金

に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費

税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定により仕入れに

係る消費税として控除できる部分の金額と当該金額の100分の25に相当する

額を合計した金額に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が明らか



となった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

(2)  補助事業者は、実績報告後に消費税及び地方消費税の確定申告により各事

業実施主体の当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、

その金額（実績報告において、前項により減額した事業実施主体については、

その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに理事長に報告するとと

もに、当該金額を返還しなければならない。 

８ 補助事業者は、確定した補助金額についての概算払いを受けることができる。

補助事業者は事業完了時に概算払いの清算を行う。 

（補助金の交付） 

第８条 補助対象者が補助対象事業を完了したときは、その完了から 15 日以内に、完了

報告書（会計書類の写し、評価・試験結果報告書の写し、商品化計画書等）を提出す

るものとする。 

２ 協議会は、提出された完了報告書の内容を確認し、必要に応じて現地検査等を行っ

た上で、その内容が適正であると認めたときは、額を確定し補助金を交付するものと

する。 

（財産の取得及び処分の制限） 

第９条 本事業で定める財産とは、取得価格又は効用の増加価格が１件 50 万円以上のも

のとする。 

本事業で取得する財産の処分制限期間は、補助事業等により取得し、又は効用の増

加した財産の処分制限期間（昭和 53 年 8 月通商産業省告示 360 号）の別表の一の項に

定める期間とする。 

本事業で取得し、又は効用の増加した財産は、事業終了後も善良なる管理者の注意

をもって管理し、補助金交付の目的にしたがって効率的な運用を図ることとする。 

本事業で取得し、又は効用の増加した財産を処分する場合は、事前に承認を受ける

こととする。また、処分により収入があった場合には、その収入の全部又は一部を協

議会に納付することとする。 

（その他） 

第 10 条 この規程に定めるもののほか補助金の交付に必要な事項は、別に定めるものと

する。 

（附 則） 

第８条 この規程は、平成 26 年 10 月 20 日から施行する。 

この規程は、平成 27 年７月１日から施行する。 

この規程は、平成 28 年7月12日から施行する。 



【参考】事業完了時に提出する書類 

①完了報告書（指定様式）

②支払状況表

③会計書類の写し

評価・試験計画書（仕様書）、見積書、評価・試験依頼書、契約書、請求書、

領収書等の支払いを証明する書類

④評価・試験結果報告書の写し（任意様式）

⑤商品化計画書

⑥その他、事業に関係する書類




